
出願人の手続です。赤枠：
青枠： 現地特許庁の手続です。

この手続には国内費用と現地費用の両方が発生します。
なお、費用は改正されることがあります。

¥
¥国内費用：

現地費用：

(注) 特許権の維持には毎年特許料の納付が必要です。
第２年目以降の特許料は漸次増額します。

インド特許手続

マルチのマルチ可

特許出願

出願公開

付与前異議申立

出願審査請求

審査

¥現地費用：
¥国内費用：

拒絶理由通知

意見書
・補正書

不服

拒絶査定

審判請求

特許権付与

付与後異議申立

特許公報発行日から１年以内

特許料納付

特許査定

¥現地費用：
¥国内費用：

３月以内

アクセプタンス期限

最初の拒絶理由通知の発行日から１年

延長不可

・コルカタ
・チェンマイ
・ムンバイ
・ニューデリー N ew  D e l h i

M um b a i
C h e n n a i
K o l ka t a

○対応外国出願の情報開示義務

優先日から１年半

出願公開後特許付与日まで

¥現地費用：
¥国内費用：

優先日から４年以内

特許可能な状態にしないとみなし放棄

・インド特許付与まで

特許公報発行

¥現地費用：
¥国内費用：

満了日：インド出願日から２０年まで

・毎年３月３１日まで
・不提出・提出拒否はその都度罰金

○インドでの実施報告義務

１００万ルピー（約２００万円）
・不実施は強制実施権付与の可能性あり

○インド特許庁は４つ（独立）

国内移行の必要書面

( 1 )

( 3 )
( 4 )
( 5 )
( 7 )
( 8 )

( 2 )
PCT / IB /3 0 4  o r 優先権証明書

英語の明細書（移行時）
出願人と発明者の名前・住所・国籍（移行時）

審査請求（優先日から４年）
委任状（出願日から３月）

対応出願の国名・出願番号・出願日等（出願日から６月）

基礎出願の英訳（移行時又は優先日から３１月）

平成２５（２０１３）年１１月１日現在

優先日（日本出願日）から１年以内（３１月（ＰＣＴ））

・更新料：出願日から起算
・特許前の納付期限：特許付与日から所定期間内
・特許後の納付期限：特許付与日から前年以前


